
指定訪問介護 

指定訪問介護相当サービス 

マウントバード訪問介護 運営規程 

 

第１条（事業の目的） 

株式会社マウントバードが運営するマウントバード訪問介護（以下「事業所」という。）が行

う指定訪問介護及び指定訪問介護相当サービス（以下「指定訪問介護等」という。）の事業（以

下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事

業所の介護福祉士、介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者（以下「訪問介護員

等」という。）が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、適正な指定訪問介護等を提

供することを目的とする。 

 

第２条（運営方針） 

  事業所の訪問介護員等は、要介護者等の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが出来るよう、入浴、排泄、食事の介護、そ

の他の生活全般にわたる援助を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図る。 

２ 事業の実施には、訪問介護員等があたるとともに関係市町村、地域包括支援センター、地域

の保健・医療福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとす

る。 

 

第３条（事業所の名称等） 

  名称及び所在地は次のとおりとする。 

（１）名 称：マウントバード訪問介護 

（２）所在地：千葉県千葉市花見川区千種町２３１ 

 

第４条（職員の職種、員数、及び職務内容） 

（１）管理者：１名 

    管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

（２）サービス提供責任者：１名以上 

    サービス提供責任者は、事業所に対する指定訪問介護等の利用の申し込みに係わる調

整、訪問介護員等に対する技術指導、訪問介護計画等の作成を行う。 

（３）訪問介護員：常勤換算法で２．５名以上（サービス提供責任者を含む。） 

    訪問介護員等は、訪問介護計画等に基づき、指定訪問介護等の提供に当たる。 

 

第５条(営業日及び営業時間） 

（１）事業所の営業日：月曜日～金曜日（１２月２９日～１月３日は除く） 

（２）事業所の営業時間：９：００～１８：００ 

    ただし電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制とする。 

（３）サービス提供日：毎日とする。 

（４）サービス提供時間：０：００～２４：００（２４時間） 



第６条（指定訪問介護等の提供方法、内容及び利用料等） 

  指定訪問介護等の提供方法及び内容は次のとおりとし、指定訪問介護等を提供した場合の利

用料の額は、別紙重要事項説明書によるものとし、当該指定訪問介護等が法定代理受領サービ

スである時は、負担割合証に記載された割合の額とする。 

（１）指定訪問介護及び指定訪問介護相当サービス 

   ア 身体介護・・・排泄・食事・清拭・入浴・体位変換・移動・移動介助・外出介助等 

   イ 生活援助・・・調理・洗濯・掃除・買い物等 

２ 指定訪問介護等の提供に当たっては、利用者の日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて、

サービス提供責任者が作成する訪問介護計画等に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な

援助を行うものとする。 

３ 指定訪問介護等の提供の開始に際し、あらかじめ利用者又は家族に対して、運営規程の概要

その他のサービスの選択に必要な重要事項を記した文書を交付して説明を行った上で、利用契

約を締結するものとする。 

４ 次条の通常の事業の実施地域を超えて行う指定訪問介護等に要した交通費は、その実額を徴

収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。 

（１）通常の事業の実施地域から、片道おおむね５ｋｍ未満  １，０００円 

（２）通常の事業の実施地域から、片道おおむね５ｋｍ以上  １，５００円 

５ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をし

た上で支払いに同意する旨の文書に署名を受けるものとする。 

 

第７条（通常の事業の実施地域） 

  原則として千葉市内とする。 

 

第８条（緊急時等における対応方法） 

  訪問介護員等は、指定訪問介護等の実施中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要

な場合は速やかに主治医に連絡を行い、利用者の緊急時の症状・疾患の初期症状・薬の副作用

の症状・計測の内容と緊急時データを伝え、指示を仰ぎ必要な措置を講ずるとともに家族及び

管理者に報告しなければならないものとする。 

２ 訪問介護員等は、指定訪問介護等の実施中に、天災その他災害が発生した場合、必要により

利用者の避難等の措置を講じる他、管理者等に連絡の上、その指示に従うものとする。 

 

第９条（個人情報の保護） 

  事業所は、利用者又は家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労

働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」を遵守し適切な取り扱いに努めるものとする。 

２ 事業者が得た利用者又は家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の

目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については利用者又は家族の同意

を、あらかじめ書面により得るものとする。 

 

 



第１０条（衛生管理等） 

  事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めるものとする。 

２ 訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、定期健康診断等の必要な管理を行うとと

もに、感染症等に関する基礎知識の習得に努めるものとする。 

３ 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措

置を講じるものとする。 

（１）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

（３）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

を定期的に実施する。 

 

第１１条（苦情処理） 

  利用者やその家族及び居宅介護支援事業所からの訪問介護員等についての苦情には、迅速か

つ適切に対応すると共に、改善を要する場合には、速やかに処置を講ずるものとする。 

 

第１２条（事故発生時の対応） 

事業者は、利用者に対する指定訪問介護等の提供により事故が発生した場合は、速やかに市

町村、当該利用者の家族、当該利用者に関わる居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録しなければならな

い。 

３ 事業者は、利用者に対する指定訪問介護等の提供により、賠償すべき事故が発生した場合に

は、損害賠償を速やかに行わなければならない。ただし、事業所の責に帰すべからざる事由に

よる場合は、この限りではない。 

 

第１３条（虐待防止に関する事項） 

  事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずる

ものとする。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図

る 

（２）虐待防止のための指針の整備 

（３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に

養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町

村に通報するものとする。 

 



第１４条（業務継続計画の策定等） 

 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護〔指定予防訪

問事業〕の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる

ものとする。 

２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施するものとする。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う

ものとする。 

 

第１５条（身体拘束） 

  事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）は

行わない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するものとする。 

 

第１６条（記録の整備及び保存） 

  従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備するものとする。 

２ 利用者に対する指定訪問介護等の提供に関する記録を整備するとともに、完結の日から５年

間保存するものとする。 

 

第１７条（その他運営に関する重要事項） 

  事業所は、訪問介護員等の資質向上を図るため及び高齢者虐待の防止を図るため研修の機会

を次のとおり設けるものとする。 

（１）採用時研修：６ヶ月以内 

（２）継続研修 ：随時 

２ 訪問介護員等は、勤務中常に身分を証明する証票を携行し、初回訪問時及び利用者から求め

られた時は、これを提示するものとする。 

３ 利用者にサービスを利用させることの対償として、居宅介護支援事業所又はその従業者に対

して、金品その他財産上の利益を供与してはならないものとする。 

４ 訪問介護計画等の作成又は変更及び指定訪問介護等の提供に関し、利用者やその家族から、

金品その他財産上の利益を収受してはならないものとする。 

５ この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は株式会社マウントバードが定めるもの

とする。 

 

（附則） 

本運営規程は、平成２３年１月１日から施行する。 

本運営規程は、一部改正し、平成２９年１月１日から施行する。 

本運営規程は、一部改正し、平成２９年５月１日から施行する。 

本運営規程は、一部改正し、令和６年４月１日から施行する。 



指定訪問介護

指定訪問介護相当サービス

　

１．事業者

２.事業所の概要

所 在 地 　東京都大田区西蒲田７－１２－２

法 人 種 別 　株式会社

代 表 者 　代表取締役　服　部　正　高

マウントバード訪問介護　重要事項説明書

令和6年6月1日現在

　当該事業所は、ご契約者に対して指定訪問介護及び指定訪問介護相当サービスを提供させていた

だくに際し、厚生労働省令第３７号第８条に基づいて、契約を締結する前に、事業所の概要や提供

されるサービスの内容、契約上のご注意いただきたいことを次のとおり説明させていただきます。

名 称 　株式会社マウントバード

　 サービス付き高齢者向け住宅事業

　　　サービス付き高齢者向け住宅（こもれびの郷・みのりの郷・なごみの郷）

　 居宅サービス事業

　　　居宅介護支援　訪問介護　通所介護

連 絡 先 　電話　０３－５７１４－５５３３　ＦＡＸ　０３－３７３６－０８０８

資本金（出損金） 　５８，０００，０００円

連 絡 先 　電話　０４３－２１６－１６００　ＦＡＸ　０４３－２１６－１６０１

開 設 年 月 日 　平成１９年１０月１日

介 護 保 険
以 外 の 事 業

　 不動産及び経営に関するコンサルタント

事業所の名称 　マウントバード訪問介護

介護保険事業所番号 　1270201583

介 護 保 険
関 連 の 事 業

　 地域密着型サービス事業

　　　グループホームちぐさの家　　グループホームわかばの家

　　　グループホームみどりの家　　グループホームはなみの家

　　　グループホームものいの家　　グループホームきくまの家

　　　グループホームさくらの家

所 在 地 　千葉県千葉市花見川区千種町２３１

営 業 日 　月曜日～金曜日（12月29日～1月3日は除く）　休日：土曜・日曜・祝日

営 業 時 間
　０９：００～１８：００

　ただし、電話等により２４時間常時連絡が可能な体制をとる

事 業 の 目 的
　ご利用者の人格を尊重し、ご利用者の立場に立った適切な指定訪問介護及び

　指定訪問介護相当サービスの提供を確保することを目的とする。

管 理 者 　高井　洋介

サービス提供責任者 　小林　恵巳　・　黒川　由美　・　松橋　輝之

サ ー ビ ス 提 供 実 施 地 域 　千葉市内全域



３．サービス提供時間

平　日

土・日・祝

４．職員の体制

専　従 兼　務 専　従 兼　務

５．職員の職務内容

６．当事業所が提供するサービス

夜　　間 深　　夜

8：00～18：00 6：00～8：00

運 営 の 方 針

　事業所は、次の運営の方針に基づき、適切なサービスの提供に努めるものと

　する。

　（１）利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った自己決定

　　　　を基本とした利用者主体のサービス提供に努める。

　（２）利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえ、適正かつ効

　　　　果的な支援を行う。

　（３）地域や家族との結びつきを重視した運営を行い、地域包括支援センタ

　　　　ー、居宅介護支援事業所との連携に努める。

　（４）各関係法令を遵守するとともに、利用者、地域に対し、積極的な情報

18：00～22：00 22：00～6：00

○ ○ ○ ○

　　　　開示と情報提供に努める。

　（５）関係機関との連携を密にし、総合的なサービスの提供に努める。また、

　　　　研修体制の充実を図り、専門職としての人材の育成を進める。

管 理 者 １名 ホームヘルパー２級

○ ○ ○ ○

職　　　種
常　　　勤 非　常　勤

保　有　資　格

通常時間 早　　朝

訪 問 介 護 員 ３２名
介護福祉士・実務者研修
介護職員初任者研修

サービス提供
１名 ２名 介護福祉士

責 任 者

訪 問 介 護 員 　訪問介護及び訪問介護相当サービスの提供にあたる。

①身体介護（ご家庭に訪問し、入浴や排泄、食事などの介助をします。）

　 ○入浴介助・清拭・洗髪・・・入浴の介助や清拭（体を拭く）や洗髪などを行います。

　 ○排泄介助・・・排泄の介助、おむつ交換を行います。

　 ○食事介助・・・食事の介助を行います。

管 理 者 　事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。

サービス提供 　利用の申込みに係る調整、訪問介護員等に対する技術指導、訪問介護計画

責 任 者 　及び介護予防訪問介護計画、訪問介護相当サービス計画の作成等を行う。

　 ○衣服の着脱の介助・・・衣服の着脱の介助を行います。

　 ○通院介助・・・通院の介助を行います。

　 ○その他必要な身体介護を行います。

　 ＊医療行為はいたしません。



７．利用料金

（１）サービス利用料金

　①訪問介護

　加算を含めた1ヶ月の利用総単位数に10％を乗じた単位数
　が加算されます。
　加算を含めた1ヶ月の利用総単位数に24.5％を乗じた単位
　数が加算されます。
　千葉市は３級地にあるため、１単位11.05円となります。
　利用総単位数×11.05円となります。
　1ヶ月の利用総単位数に地域別単価を乗じた額の負担割合
　証に記載された割合が利用者負担となります。

　 ○洗濯・・・ご利用者の衣類等の洗濯を行います。

　 ○掃除・・・ご利用者の居室の掃除や整理整頓を行います。

　 ○買い物・・ご利用者の日常生活に必要となる物品の買い物を行います。

　 ○その他関係機関への連絡など必要な家事を行います。

　 ＊ご利用者以外の方の調理や洗濯、ご利用者以外の方の居室や庭等の敷地の掃除は原則として

　　 行いません。

②生活援助（ご家庭に訪問し、調理・洗濯・掃除などの生活の援助を行います。）

　 ○調理・・・ご利用者の食事の用意を行います。

２０分以上
３０分未満

２４４単位／回 ４５分以上 ２２０単位／回

３０分以上
1時間未満

３８７単位／回
通院等のための乗車

又は降車の介助が中心 ９７単位／回

③その他、必要に応じて健康や日常生活上の状況をお伺いし、生活上のご相談や助言を行います。

内　　　容 身体介護 内　　　　容 生活援助

２０分未満 １６３単位／回
２０分以上
４５分未満

１７９単位／回

＜令和6年6月改定＞

１時間以上
１時間３０分未満

５６７単位／回
身体介護に引き続き生活援助を行った場合

２０分以上 ６５単位／回

１時間３０分以上
（３０分増す毎に）

８２単位を追加
４５分以上 １３０単位／回

７０分以上

2人対応の場合 １００％増／回 深夜（22：00～6：00） ５０％増／回

特定事業所加算(Ⅱ)

介護職員等
処遇改善加算(Ⅰ)

１９５単位／回

初回加算 ２００単位／月 早朝（6：00～8：00） ２５％増／回

緊急時訪問介護加算 １００単位／回 夜間（18：00～22：00） ２５％増／回

※初回加算は、新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が、初回もし

　くは初回と同月に訪問介護を行った場合、又は他の訪問介護員の訪問に同行した場合に、加算し

　ます。

※緊急時訪問介護加算は、利用者やその家族等からの要請により、ケアプランにない身体介護中心

　の訪問介護サービスを緊急に行った場合に加算します。

※特定事業所加算は、サービスの質の高い事業所を積極的に評価する観点から人材の質の確保や介

地域別単価

利用者負担

※サービス計画（ケアプラン）に定められた目安の時間を基準とします。また、介護保険からの給

　付サービスを利用する場合は、原則として基本料金の負担割合証に記載された割合ですが、介護

　保険の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。

　護職員の活動環境の整備、重度要介護者への対応などを行っている事業所に認められる加算です。

※介護職員等処遇改善加算は、介護職員の賃金改善に充てることを目的に資質向上の取組、キャリ

　アパス要件の整備、職場環境の改善の取組を進める事業所を対象に認められる加算です。



　加算を含めた1ヶ月の利用総単位数に10％を乗じた単位数

　が加算されます。

　加算を含めた1ヶ月の利用総単位数に24.5％を乗じた単位

　数が加算されます。

　千葉市は３級地にあるため、１単位11.05円となります。

　利用総単位数×11.05円となります。

　1ヶ月の利用総単位数に地域別単価を乗じた額の負担割合

　証に記載された割合が利用者負担となります。

　②訪問介護相当サービス

週１回程度
（要支援１）

同一月内に３回以内の利用の場合 ２８７単位／回

同一月内に４回以上の利用の場合 １，１７６単位／月

週２回程度
（要支援１）

同一月内に７回以内の利用の場合 ２８７単位／回

同一月内に８回以上の利用の場合 ２，３４９単位／月

週３回程度
（要支援２）

同一月内に１１回以内の利用の場合 ２８７単位／回

同一月内に１２回以上の利用の場合 ３，７２７単位／月

利用者負担

（２）交通費

　事業実施地域の千葉市内にお住まいの方は無料です。

　通常の事業の実施地域を越えて行う訪問介護及び訪問介護相当サービスに要した交通費は、その

　実費を徴収します。

　なお自動車を使用した場合の交通費は、次の額とします。

初回加算 　２００単位／月

特定事業所加算(Ⅱ)

介護職員等
処遇改善加算(Ⅰ)

地域別単価

ご連絡の場合 ご連絡がなかった場合

キャンセル料は １提供あたりの料金の

不要です １０％を請求します

　　一　通常の事業の実施地域から、片道おおむね５ｋｍ未満　　１，０００円

　　二　通常の事業の実施地域から、片道おおむね５ｋｍ以上　　１，５００円

（３）キャンセル料について

　訪問介護サービスをキャンセルする場合、キャンセル通知の時間によりキャンセル料を請求させ

  ていただきます。

２４時間前までの ２４時間前までに

（４）料金のお支払方法

　毎月１５日までに前月分の請求をいたしますので、２５日までにお支払い下さい。お支払いいた

　だきますと、領収書を発行します。お支払い方法は、銀行振込・口座自動引落しの２通りからご

　契約の際に選べます。



８．サービスの利用に関する留意事項

９.緊急時の対応の方法について

　サービス提供時に複数の訪問介護員が、交替してサービスの提供にあたります。

（２）訪問介護員の交替

　①ご利用者からの交替の申し出

　選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不適当と認められる

　事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して訪問介護員の交替を申し出るこ

　とができます。ただし、ご利用者からの訪問介護員の指名はできません。また、担当訪問介護員

（１）サービス提供を行う訪問介護員

（３）サービス実施時の留意事項

　①定められた業務以外の禁止

　契約者は「６．当事業所が提供するサービス」で定められたサービス以外の業務を事業者に依頼

　することはできません。

　②備品等の使用

　訪問介護及び訪問介護相当サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無

　の変更に関しましては、ご利用者のご希望を尊重して調整を行いますが、当事業所の人員体制な

　どにより、ご希望にそえない場合もありますことを予めご了承下さい。

　②事業者からの訪問介護員の交替

　事業者の都合により、訪問介護員を交替することがあります。

　訪問介護員を交替する場合はご利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じな

　いよう十分配慮するものとします。

　②ご利用者もしくはその家族等からの金銭又は高価な物品の授受

　③ご利用者の家族等に対する訪問介護及び訪問介護相当サービスの提供

　④ご利用者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動

　⑤その他ご利用者もしくはその家族等に行う迷惑行為

　＜対応方法＞

　償で使用させていただきます。訪問介護員が事業所に連絡する場合の電話等も使用させていただ

　きます。

（４）訪問介護員の禁止行為

　訪問介護員は、ご利用者に対する訪問介護及び訪問介護相当サービスの提供にあたって、次の各

　号に該当する行為を行いません。

　①医療行為

　サービス提供中にご利用者に病状の急変が生じた場合や緊急の事態が発生した場合は、速やかに

　主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、予め指定する連絡先にも連絡します。

主
治
医

　主治医

　医療機関名

　連絡先

緊
急
連
絡
先

　①氏名

　連絡先

　②氏名

　連絡先



10.事故発生時の対応方法について

11.損害賠償保険への加入

12.個人情報の保護について

　　省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」

　　的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については利用者又は家族の同意を、

13.衛生管理について

(２)訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、定期健康診断等の必要な管理を行うととも

　①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

　　置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに

　　、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。

　②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。

　③事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

14.虐待の防止について

　①虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

　③虐待を防止するための定期的な研修の実施

　④担当者の設置

15.業務継続計画の策定について

　　事業〕の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

　　す。

　①訪問介護及び訪問介護相当サービスの提供を行っている時に事故が発生した場合は、市町村、

　　当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措

　　置を講じます。

　②前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。

　③訪問介護及び訪問介護相当サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償

　　を速やかに行います。但し、事業所の責に帰すべからざる事由による場合はこの限りではあり

　　ません。

　本事業者は、前項の損害賠償のために、損害賠償責任保険に加入しています。

　保険会社：あいおいニッセイ損害保険株式会社

　①事業所は、利用者又は家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働

　　を遵守し適切な取り扱いに努めます。

　②事業者が得た利用者又は家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の目

　　あらかじめ書面により得ます。

(１)事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。

　　画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じま

　　に、感染症等に関する基礎知識の習得に努めます。

(３)事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の措置を講じます。

　　的に実施します。

事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講じます。

　　とする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ります。

　②虐待防止のための指針の整備

　①事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護〔指定予防訪問



　　期的に実施します。

　③事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

　　す。

16.身体拘束について

　除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）は行わ

　並びに緊急やむを得ない理由を記録します。

17.苦情の受付について

（以下余白）

当　事　業　所

　担　当　者　副社長：山本　真樹　　管理者：高井　洋介

　ご利用時間　毎日　０９：００～１８：００

　ご利用方法　電話　０４３－２１６－１６００

　苦情及び心配事等、気兼ねなくご相談下さい。

　②事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

　事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

　ない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

外部苦情申立機関

　千葉市介護保険事業課

　　　　　　　　電話　０４３－２４５－５０６２

　千葉県国民健康保険団体連合会 介護保険課苦情係

　　　　　　　　電話　０４３－２５４－７４２８

　千葉県社会福祉協議会 運営適正委員会

　　　　　　　　電話　０４３－２４６－０２９４


